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1.はじめに 

1-1.都心商業地における「ウラ」とは 

都心商業地の構成に２面性を与える存在として、都市の

「ウラ」と称される地域が注目されてきた。「ウラ」の名称

が地域の呼称の頭に付くという意味ではなく、オモテ通り

と対となる街区の内側＝「ウラ」として認識された地域が

1990年代に現れ始めた(1)。当時の情報誌(2)によると、「ウラ」

は、目抜き通り等の沿道型商業地域に隣接する本来商業地

区でないエリアに飲食業・小売業が集積して形成された集

客地域を持ち、商業系用途地域が指定され、都市計画によ

って商業集積が誘導される「オモテ」に対して、それとは

異なる空間構成や業種構成等の特徴があると言える。 

また、「ウラ」は、古くからの住宅地等が変容する地域で

あり、住宅用途の転用から成る店舗群が集積する住商混在

地は、住宅スケールの細やかなモジュールを維持しながら

も、多様なテナントの活動により来訪者に地域固有の都市

体験を与えると共に、新たなビジネスを創出するインキュ

ベーションの誕生に一役を担う場とも言える。加えて、住

居用途からの転用は、近年の空き家活用の取り組みを通じ

て、空き家問題の対応策に示唆を与えるものとして期待さ

れる 3)。 

一方で、住宅地でありながら商業集積地として注目を集

めることで、不動産価値の高騰による住民の税負担の増加、

急速な商業化に伴い、地域の住環境の悪化が生じるなどの

課題が存在する。「ウラ」は、住商混在の都市空間であるが

由に既存住民にとっての住環境の維持と商業店舗が増加す

る中で、住商共存に向けた取組みや仕組みが課題となる。 

1-2.裏原宿における課題と研究目的 

東京都渋谷区の表参道と明治通りの沿道型商業地に隣接

する神宮前4丁目と神宮前6丁目の図1の範囲を前述の特

徴を持つ住商混在地に商業化が進行した「ウラ」の事例と

して捉えて、本論の対象地域とする。沿道の急速な商業化

の進行に伴い、住宅地が住商混在地へと変容した地域であ

り、魅力的な都市空間を維持し、代表的な集客地として存

在する。一方で、住商混在地としての課題も存在し、住商

共存に向けた取組みとして、商業化の圧力に対する地域住

民や地権者の意思を反映させるための住民の組織化や、用

途のコントロール等のための都市計画制度の適用が重要と

なる。 

そこで本論では、住環境の維持と商業活動の共存を図る

上で、地域マネジメントや都市計画が果たした役割を、以

下の3つの観点から明らかにすることを目的とする。まず、

対象地域における個々の経済主体の行動に伴う住宅地から

商業集積地への用途変容を時系列で整理する。次に地権者、

テナント、行政間の調整を担う地域マネジメントの組織化

と組織の役割を明らかにし、最後に、商業化の傾向に対し

て、「ウラ」の住商共存に向けた都市計画制度等の役割と効
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図1-本論の対象地域 
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果を整理する。また、上述の裏原宿の分析を通じて、「ウラ」

における住商混在地の課題解決に向けた取組みの一助を示

すことを目的とする。 

1-3.既往研究 

原宿地域(3)を対象とした研究は、伊藤らによるアパレル

小売店分布や店舗の業態に着目した研究があり 5)、住宅地

から商業集積地への形成過程やその形成に影響を与えた主

体の関与を明らかにしているが、商業集積に伴う地域の住

民による組織化には触れていない。本論では、商業集積化

という住環境における住民の取り組みのひとつである地域

の組織化のプロセスを明らかにしていきたいと考える。 
また都心における住宅地の商業集積地への変容の過程を

扱った研究としては、関口ら 6)は原宿、代官山、青山の3地
域を対象とし、店舗データより既存の沿道商業集積から住

宅地への商業用途の滲み出しの進行過程と現行の都市計画

制度による出店抑制などの制度としての有効性を明らかに

し、現行の地区計画と用途地域の有効性に着目している。

本論では、都市計画制度の策定の経緯や要因を踏まえて考

察し、地区計画等やその他の関連制度についても分析を行

い、地域マネジメントとも関連付けて、都市計画制度によ

る住商共存に向けた影響や効果を明らかにする。 
いずれの論文も住宅地から商業集積地への変遷について、

商業の用途や業態に着目しているが、本論では地価や土地

の権利関係なども含めた変遷の傾向を分析し、対象地を例

として住商混在地への変容プロセスを明らかにする。 
1-4.対象地域の概要と研究の方法 

(1)対象地域の概要 

原宿地域の大部分において商業化が進行している中で、

対象地域は、沿道型商業地域に隣接する住商混在地（住居

系用途地域の指定された地域）とする。そこで、原宿地域

の代表的な沿道型商業地域である表参道と明治通りを「オ

モテ」とし、「ウラ」とは、表参道と明治通りに隣接し、旧

渋谷川に挟まれる範囲の神宮前4丁目と神宮前6丁目の区

域とする(図 1)。この地域は、住居系用途地域が指定され

た住宅地であり、神宮前4丁目は裏原宿の発祥地とされ(4)、

また神宮前6丁目の旧渋谷川通りの沿道にて商業化も進行

している。神宮前6丁目の一部には、現在、近隣商業地域

が指定されているが、1996年以前は第一種住居地域であり、

商業地化に伴って商業系用途地域が指定された経緯も含め

て本研究の対象とする(4-1にて後述)。 

対象地域に関連する事項を年表として、3 つの観点から

整理した(図2)。「オモテ」である表参道と明治通りは、1964

年の東京オリンピック前から商業化が始まり、2000年頃か

ら外資系商業の出店が相次いだ。一方、「ウラ」は、1972年

の千代田線明治神宮前駅開業を契機として、同時期に住宅

地の商業地化が始まったと言われることから(5)、「ウラ」の

分析対象の時期を1970年以降とする。 

(2)研究の方法 

2 章では、個々の経済主体の行動に伴う住宅地から住商

混在地への用途変容のプロセスを明らかにする。土地利用

現況図(6)、路線価図(7)、登記簿謄本(8)の情報を整理し、用途

建物棟数の変遷や地価の変遷、それに伴う土地の権利関係

を分析する。資料による分析に加えて、住民のヒアリング

や対象時期の当時のメディア等の文献による補足も行う。 

3 章では、住宅地の住商混在という居住環境の変化に対

応する商店会等の組織変遷の経緯を整理し、対象地域にお

図2 -対象地域の変遷 
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ける地域マネジメントの組織化と組織の役割を明らかにす

る。対象地域に関連する資料の整理に加えて、地域住民や

商店会の関係者へのヒアリングに基づいた調査を行う。 

4 章では、対象地域に関連する都市計画制度及び関連す

る事項を整理し、裏原宿の都市空間の形成プロセスを分析

する。本章では、渋谷区発行の都市計画図 7)や高度地区変

更 8)、地区計画9)10)、まちづくり指針 11)、わがまちルール12)

の資料を整理し、関係者へのヒアリングにより内容を補う。 

なお地元関係者へのヒアリングは、地域の商店会関係者

の方を対象に2019年10月から12月にかけて実施した(9)。 

2.住宅地から住商混在地への用途変容 

2-1.商業主体の変化 

図 3左側の 1981 年の建物用途及びヒアリング調査によ

れば、表参道から延びる九重商店街および穏田商店街では、

青果店など生活品中心とした地域住民が営む商店街が形成

されていた。この商店街は、商店街以外の住宅地の住民の

生活基盤としての役割を果たしており、地域外からの集客

を行う場ではなく、住居地域が指定されていた。 

1972年千代田線明治神宮前駅開業の頃、九重商店街の商

店の一角を借りて店をすることを希望するが外部から来る

若者が増え始め、店主は商店の空きスペースなどを格安の

賃料で貸し出し、若者はそのスペースで店を構え始めた(5)。

この現象が住宅地における住民以外の商業主体による商業

集積化への初期段階と言える。 

1991年以降に徐々に専用商業施設等が増加し、本来の商

店街の路地だけでなく、2011年頃には旧渋谷川の沿道の住

宅地まで商業地化が進行したことが分かる(10) (図3)。 

2-2.路線価と建物用途の関係 

図 4 は土地利用現況図の用途別棟数の割合(以下、棟数

割合)および表参道と地域内の通り A 及び通り B の路線価

の時系列の変遷をまとめたものである。通りAとは神宮前

6丁目、通りBとは神宮前4丁目の地域内の通りである。 

路線価は、1980年代前半までは微増傾向であるが、その

後、1991年の最高値に向けて、急上昇する。バブル経済の

崩壊後は、路線価は急落し、2001年に底値を記録する。2001

年以降の路線価は上昇し続けている。通りA及びBの路線

価に対する表参道の路線価の倍率は、1991年では通りAで

4.65倍、通り B で 6.79倍であり、2001 年では通り Aで

4.29倍、通りBで7.31倍、2019年では通りAで6.05倍、

通りBで9.02倍を記録している。直近の10年間では、表

参道と「ウラ」の通りの路線価の倍率は上昇傾向にある。 

用途別の棟数割合は、1991年以前は、集合住宅や独立住

宅が大きく、専用商業施設等の割合は低かった。1991年以

降の10年間は、路線価の急落時期であるが、集合住宅が減

少し、商業系用途が上昇した時期である。1996 年以降は、

旧渋谷川通りの区道認定の影響もあり、沿道の店舗の出店

ペースが加速した。その後、2006年以降は、専用商業や住

商併用の棟数割合も路線価と同様に漸増にある。 

2-3.土地の権利関係の変遷  

通りA及び通りB沿いの土地の登記簿謄本より土地に関

する権利関係の変遷を調査し、1971 年から2019年までの

土地の権利関係の取引件数の変遷を示す。図5は、神宮前

4丁目(通りB)、図6は、神宮前6丁目(通りA)とする。 

図4 - 表参道・通りA・通りBの用途変容と路線価の変遷(通りA及び通りBの位置については図4参照) 

図3-各年次の建物用途 
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(1)神宮前４丁目(通りB) 

「相続」は特徴のある変化はなく、ある一定数の相続が継

続的に行われている。一方、「売買」は、バルブ経済期の地

価上昇時の1980年代後半や1996年頃からの地価減少した

時期に増加している。 

敷地の筆の変化は、1980年代後半に敷地の筆の変化が多

く、この時期に土地の底地の変化が集中的に生じたことが

分かる。筆の変化の特徴としては、隣地などを一体化する

合筆の動きは殆どなく、敷地が細分化される傾向がある。 

2019 時点で土地所有者の住所が地域内住所となる割合

は 41%であり、1971 年の 67%から減少している。売買によ

る住民の地域外の転出や、地域外在住の世代に土地が相続

された理由が考えられる(11)。 

(2)神宮前6丁目(通りA) 

「相続」については、神宮前４丁目と同様に一定している

が、「売買」については、1980年代後半には、目立った変化

はなく、2001年の地価の底値以降に売買の取引が増加して

いる。敷地の筆については、1970 年から殆ど変化は無い。

2019 時点で土地所有者の住所が地域内住所となる割合は、

35%程度であり、1971年の60%から減少している。 

2-4.小結：「ウラ」の変容の段階プロセス 

バブル経済の崩壊に伴って地価が大幅に下落した 1991

年以降、専用商業の棟数割合が増加傾向に転じた。路線価

の上昇時期(1986年-1991年)には、神宮前4丁目では土地

の権利関係の変化を確認でき、土地の筆や土地の権利関係

の変動時期と言える。2001年には、居住用途に対して、商

業系用途の棟数割合が上回り(専用独立住宅及び集合住宅

の計：41.73% 、専用商業及び住商併用建物の計：45.4%)、

2006 年までは専用商業の棟数割合は上昇を続けている。

2006年以降は、商業系用途は微増となっている。以上を踏

まえると、対象地域の変容は4つの時代区分に分類できる。 

①1980年以前 初期段階：商店街への新規入居者 

②1981-1990年 変動時期：土地の筆や権利関係の変化  

③1991-2006年 逆転移行時期：居住用途と商業用途が逆転 

④2006年-    成熟時期：商業系用途の微増時期 

商業集積の兆しは、1980年以前の商店街への出店となり、

その後の商業集積化は、バブル期の「オモテ」との路線価

の倍率が上昇し、隣接する「ウラ」のポテンシャルが引き

上げられたことから加速した。用途変容の背景には、個々

の経済主体による売買や分筆の選択があることも分かった。 

3.地域マネジメントの組織化と組織の役割 
対象地域の町会は主に原宿九重町会と穏田町会の一部か

ら成り、商店会は、原宿神宮前商店会と穏田商店会の一部

から成る。表参道と明治通りには原宿表参道欅会が組織さ

れている(図7)。以下では、商店会や協議会の成り立ちや活

動内容を概括する。 
3-1.商店会の成立背景と活動内容 

(1)原宿表参道欅会 

1973年に表参道の商店の出店の急増に応じて、地域の美

しい環境の維持を目指して、原宿シャンゼリゼ協会が発足

された。1999年には現在の商店会の名称である原宿表参道

欅会(以下、欅会)に改名する。欅会の範囲は、表参道と神宮

前交差点両側の明治通り沿いを区域とし、渋谷区だけでな

く、港区まで含むことが特徴である。会員数は2019年時点

で 224社が加盟する原宿地域最大規模の商店会である 13)。 

図6 - 神宮前6丁目(通りA)における 

土地の権利関係の取引件数の変遷 

図5 - 神宮前4丁目(通りB)における 

土地の権利関係の取引件数の変遷 

図7 - 原宿地域における組織の活動範囲(12) 
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(2)穏田商店会 

神宮前6丁目にある商店会である。穏田商店会は1980年

頃(13)に設立された商店会であり、商店同士の親睦や住環境

維持、ハード整備などを目的として設立された。かつての

穏田商店街は、「生活買い回り品」の店舗が中心であり、街

肉屋、魚屋、八百屋、米屋などが存在した。現在も米屋な

どの地元の店舗が残る地域である。 

(3)原宿神宮前商店会 
商店会関係者によれば(14)、1980年代以降の住宅地の商業

集積化の変容に伴い、若者による治安の悪化を受け、2003
年に本商店会は設立された。設立当初からの主な目的は地

域の美観維持や防犯パトロールである。また商店会の高齢

化に伴い、商店会内部に青年部を立ち上げ、次の世代への

引き継ぎ等も検討を始めている。この商店会の特徴は、商

店会の会員に町会の会員を３名入れるなど、商店会が商店

優先で運営されることなく、地域住民の意見が反映される

商店会運営とし、地域のマネジメントが進行する仕組みの

構築に努めてきたことにあると言える。 
3-2.原宿神宮前まちづくり協議会による地域マネジメント 

原宿神宮前まちづくり協議会(以下、協議会)は、2006 年

「まちづくり協議会」として渋谷区まちづくり条例 19 条
に基づき認定され、地域住民や商店会などによって設立さ

れた(図 8)。設立前の町会や商店会の区域ごとの活動から、

地域全体の管理に様々な関係者の意思疎通を進めることが

可能となった。協議会の会則 15)によれば、神宮前地区に「住

んでいる人」「働いている人」「来る人」にとって快適な地

域空間・環境をつくり、維持するために住民と企業・事業

者と区が協働して、環境問題等まちづくりの推進を目的と

している。 
渋谷区の「まちづくり協議会」の認定制度に基づき、ま

ちづくりに取り組む団体であり、当地域を代表するコンセ

ンサスを得られた団体と捉えられることから、渋谷区まち

づくり条例33条に基づき、区に申出書等を提出できる16)。 
分科会の議題は、原宿全域を扱う事項が取り上げられ、

2006 年度から 2009 年度までは、対象地域に関する事項の

確認ができた。主に都市計画道路補助164号線道路の扱い

や、地区計画の策定などが議題となっており、2010年度以
降は、対象地域に関する議題は無く、対象地域に関する主

な議題はほぼ落ち着いた状況と考えられる。 
3-3.地元不動産会社による住民と店舗出店者の繋がり 

対象地域のテナントビルを所有する住民の先代の頃から

繋がりがあり、創業 50 年以上の地元の不動産会社(16)は、

商店街の空き店舗への入居者や、現在のテナントビルの入

居者の相談、また出店希望者を住民に繋いでいる。この不

動産会社とテナントビルを所有する住民は、地域や商店会

との積極的な関わりを期待できる新規事業者の入居を促し、

新規事業者と住民のより良い関係の構築に向けて取組みを

行うなど、地域マネジメントの一端を担っている。一方、

法人のテナントビルとの関係はほぼ無い状況とのことであ

る。 
3-4.小結：「居住環境の維持」の理念と住民主体の組織化 

1970 年代頃から、「ウラ」の住宅地への出店の増加によ

る環境の変化に応じる形で各地域の商店会や協議会等の組

織が設立された。図2中央に地域の組織化を時系にまとめ

た。「オモテ」の環境変化により「オモテ」側の組織化から

始まり、その後「ウラ」の組織化へと移行していた。 
商店会の共通する活動目的は、居住環境の維持であり、

店舗の増加による居住環境の悪化を防ぐ役割を担っていた。

原宿地域の商店会や町会の理念は、住民が生活できる街を

維持することを第一とし、また商店会に積極的に関わる志

のあるテナントの入居を促している。 
協議会の設立に代表されるように、原宿地域の関係者を

一同に介して、地域全体の課題や新規事案について共有し、

検討する仕組みを構築し、渋谷区からの「まちづくり協議

会」の認定を受けた団体として、常に変化を続ける地域の

マネジメントを実現している。 
居住環境の維持という共通の理念のもと、「ウラ」の商店

会が組織化され、協議会の設立へと繋がった。また渋谷区

から認定を受けた団体として、協議会によって様々な構成

員の連携が可能となり、地域が一体となり地域マネジメン

トを継続的に実施していく体制が整ったことが分かった。 

4.都市計画制度の適用 

4-1.都市計画法の関連制度の適用 

(1)用途地域 

対象地域に関連する都市計画制度等を図9にまとめた。

図8 -原宿神宮前まちづくり協議会の運営と組織構成(15) 
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表参道と明治通りの沿道から 30m 以内の用途地域は商業

地域(容積率 500% 建ぺい率 80%)に設定され、神宮前4丁
目は第1 種住居地域(容積率 300% 建蔽率 60%)、また神宮

前6丁目は、主に第1種住居地域で構成されるが、地域住

民から土地の有効活用の観点から要望等(17)もあり、1996年
に第 1 種住居地域から近隣商業地域(容積率 300% 建蔽率
80%)に用途地域が一部変更された。第一種住居地域と近隣

商業地域における建築物は、高さ制限20mの第3種高度地

区に指定に加えて、高さ10mを超える建物は日影規制を受

ける。そのため、建築物の階数は、2階から 3階の建物が

多く分布する。また明治通りは高さ制限60mの高度地区、

表参道は高さ制限30mの高度地区が指定されている。 

(2)文教地区 

1957 年には表参道の外資系店舗の増加に伴う地域内の

風俗店舗の増加が懸念され、地域住民から区への働き掛け

によって文教地区が設定された(18)。神宮前4丁目は、特別

用途地区として第1種文教地区に指定され、表参道や明治

通り沿いは第2種文教地区に指定されている。文教地区へ

の指定により、一部の業態の営業に制限を加えることとな

り、居住環境の維持が進んだと言える。 

(3)地区計画 

対象地域には3つの地区計画が指定されている。 

①2000 年代前後に表参道沿いにおいて外資系ブランドの

出店による高層建築が多く構想されたため、原宿表参道欅

会を中心に沿道での高さ制限の気運が高まったことから、

地区計画の導入が検討され、表参道地区地区計画が2002年
に策定された10)。 
②神宮前5丁目6丁目地区地区計画は、協議会から要望書

が提出されたことを受けて、区の地区計画の導入の検討が

始まり、2005年に策定された。住宅と商業の共存を図る土

地利用を目指す内容であり、住民視点の計画である。地区

計画の具体的な内容は、建築物等の用途制限や壁面の位置

の制限などである。 
③神宮前3丁目4丁目地区地区計画についても、協議会よ

り地区計画等の案等の申出書が区に提出され、神宮前まち

づくり指針を踏まえて策定された。旧渋谷川周辺地区の土

地利用として「住宅と商業・業務施設が共存した土地利用

を図る」の方針を挙げている。 
いずれも店舗の増加に伴う居住環境の変化への危惧から、

住民が主体的に動き、地区計画の制定に繋がった(19)。各々

の地区計画の策定経緯などを図2にまとめている。 
4-2.地域独自のルール 
神宮前6丁目の穏田商店会の一部に地域独自のルールで

ある「穏田まちづくりルール」が渋谷区まちづくり条例22
条に基づき策定されている。主な目的は、住商の共存共栄

するまちづくりに加えて、深夜営業の禁止やまちに相応し

くない事業などを禁止しており12)、文教地区の内容に近い。

生活区域を対象とした自主的なルールであり、地域内の合

意の後、「わがまちルール」として区へ申請し、登録する制

度となるが、開発等に伴う区への届出は不要であり、地区

内の自主性に任されている。 
4-3.旧渋谷川通りの区道認定と補助164号線の廃止 

旧渋谷川通りは道路認定されておらず沿道の建物は建替

えが進まなかったが、地域の要望に応える形で、緊急車両

用道路も兼ねた再整備を行い、1996年に区道認定された17)。

区道認定後に、沿道の建物の中で、都市計画道路の計画線

図9- 対象地域に関連する都市計画制度等 
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に掛からない建物の建替えや商業化が促進された(図9) 17)。 
都市計画道路補助線街路である補助164号線は、廃止時

点では、6丁目側の区間は幅員15m、4丁目側の区間は11m
の計画線が引かれていた。4 丁目側の計画道路の形状は、

蛇行形状をした区道に対して、直線的な形で計画線が引か

れている18)。この計画線にかかる建物は都市計画道路区域

内における建築制限対象となっていた。 
しかし、地域住民からの都市計画道路の実施に伴う地域

を通り抜ける車両の増加による地域の安心・安全への懸念、

来訪者の回遊性の阻害を懸念する意見が集まり(20)、2013年

に補助164号線の廃止が決定した。廃止以降は、建築制限

の対象外になったことで、木造から耐火建築物への建替え

の促進に繋がっているが(図9) (21)、車両の通り抜けは無く、

地域の安全や回遊性は維持されたと言える。 
4-4.小結 

 (1)都市計画による「ウラ」の開発動向への影響 

「ウラ」の建築物のボリュームは、主に高さ20mの建築

制限及び第三種高度地区による北側斜線により決定される

こととなる。小規模な土地が多いため、北側斜線は建築の

ボリュームを決定する上で、大きな影響を与える。また壁

面後退を求められる建築物は旧渋谷川通りの沿道のみとな

り、他の地域は壁面後退の規制が無く、加えて、神宮前 4

丁目の土地は、分筆による細分化の傾向があり、結果とし

て、表通りよりも小規模な建築物が密に路地に集積する都

市空間が形成され、建物の更新がありながらも、住宅地と

しての細やかなスケールは維持されている。 

一方で、神宮前6丁目の一部が近隣商業地域に指定され

たことや、地区計画によって旧渋谷川通りの沿道の建物は

１階の住居用途が原則認められなくなり、かつ区道認定や

補助164号線の廃止に伴う都市計画道路地域内における建

築制限の撤廃は、図9に示すように、旧渋谷川通りの商業

化や建築物の建替えに拍車をかけることとなったと言える。 

(2)地域マネジメントによる都市計画制度の適用 

住民の土地資産の有効活用を目的として、近隣商業地域

への変更や区道認定を要望し、住宅地の商業地化への開発

を促進し、来訪者の回遊性の維持を１つの理由として地域

住民が望んだことから補助164号線を廃止する動きとなっ

ており、地域の商業地としてのポテンシャルを活かす住民

の動向であると言える。 
また、対象地域では、居住環境の維持のために法制度や

自主的ルールによって総合的にカバーすることが可能とな

った。1つ目は第一種文教地区により神宮前4丁目、次に

住民の自主ルールである穏田まちづくりルールによって神

宮前6丁目、そして地区計画によって旧渋谷川通りの沿道

に用途制限をかけ、結果として、ほぼ全域に建築物の用途

制限が掛けられた。 

5.おわりに 

5-1.住商共存に向けた地域マネジメントの役割 

「オモテ」に隣接した「ウラ」は、1990年代に経済的な

変動と呼応する形で住宅地から住商混在地へと変容した。

居住環境の変化に応じながら、住民や商店会を中心とした

地域マネジメントが組織化された。居住用途と商業系用途

が逆転する頃の 2004 年に原宿神宮前まちづくり協議会が

発足されたことは、１つの転換点である。まず、都市計画

等の適用に向けた目的は、表1-目的に示した通り、協議会

の発足を境に地権者である住民による土地の有効活用とい

う観点から、住商共存の向けた取組みに移行したと言える。 

また、この協議会には2つの意義があると考えられる。

1 つ目は、地域の様々な主体の意見を集約し、かつ連携が

可能となる地域マネジメントを実現した。2 つ目は、住商

共存を実現する地区計画等や地域固有のルールを都市計画

への導入を促す役割を担ったことにある。 

5-2.住商共存に向けた都市計画の役割 

表1-都市計画等の適用や要因に示した通り、住宅地の著

しい商業地化に対する住民の居住環境や地域コミュニティ

の維持への問題意識から、「居住機能の回復」を目的とする

地区計画が決定された。また、都市計画道路の実施による

車両の通り抜けに対する地域の安全や環境悪化への懸念か

ら164号線が廃止され、加えて、神宮前6丁目における地

域固有のルールの策定によって地域に相応しくない商業の

業態を抑制する等の取組みも実施されていた。 

表1 – 地域マネジメントと都市計画制度の適用による住商共存に向けた取組み 
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表 1-の右側に都市計画等の適用による住商共存に向け

た影響や効果を、文献の引用や地域住民のヒアリングに基

づきまとめた。164 号線の廃止によって、旧渋谷川通りの

歩行空間は守られ、地域の安全は維持されることになり、

住商共存に繋がっている。また、住民の住環境に関するヒ

アリング内容を記載した通り、地区計画や地域固有のルー

ルによって、住商共存に向けて、夜間の静穏の保持や生活

環境の維持、地域の治安維持が示されたと言える。 

5-3.「ウラ」における課題の改善と都市空間の維持 

沿道型商業地の「オモテ」と対となる都市空間である「ウ

ラ」の変容は、裏原宿のように魅力的な集客地を創出する

一方で、「ウラ」は、既存の活動主体と新規参入者や、地域

の既存の用途と新規の商業系用途の混在に起因する課題が

内在している。「ウラ」の都市空間において、地域マネジメ

ントと都市計画等の適用に求められることは、既存の活動

主体と新規参入者や、既存の用途と新規の商業系用途を共

存させる道筋を示すことであり、それが「ウラ」の都市空

間の維持に繋がると言える。 
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【補注】 

(1) 参考文献1)によれば、地域情報誌の記事の分析から1990年代以降に

原宿や南青山、代官山の都市のイメージに「ウラ」が登場した。「ウラ」
と称された裏原宿は、初期の事例である。南青山は裏青山と称され、

代官山は「ウラ」のイメージある地域として認識されていた。

(2) 参考文献2)では、神宮前4丁目と神宮前6丁目、旧渋谷川通りにおけ
る裏原宿を特集している。表参道や明治通りからの裏通りを一歩入っ

た地域を裏原宿と称し、表参道等の商業施設とは異なる小規模な空間

(空間的特徴)や希少価値のある商品等(業種構成)を求める若者が集
う空間として紹介されている。

(3) 現在「原宿」の地番は存在しない。本論では、原宿地域は神宮前1丁

目から6丁目を示すこととする。参考文献4)pp4によれば、新住所表
示前は神宮前1丁目-3丁目を「原宿」、神宮前4-6丁目は「穏田」の

地名であった。

(4) 「裏原宿」の言葉の初出は、雑誌ポパイ 1995年2月10日号 p48の
記事である。最も早く開いた店舗は、1993年のNOWHEREである。図2

の年表では、1993年を「裏原宿」のはじまりとした。

(5) Cのヒアリングによれば
(9)
、1970年前半から商店街の一角を格安で起

業したい若者に貸す店舗が徐々に現れ始めた。賃料交渉は不動産業者

を介さず商店街の大家と直接行ったとのことであった。

(6) 渋谷区より1976年から2016年の 5年毎に電子データにて取得した。 
(7) 国税庁HP（http://www.rosenka.nta.go.jp/）より2016年及び 2019

年の路線価図を取得。2020年2月14日最終閲覧。それ以前は、紙媒

体にて取得。
(8) 登記情報提供サービス(https://www1.touki.or.jp/)により登記事項

証明書(土地)を取得。

(9) ヒアリング対象者と年月日、略称などを以下に示す。

(10) 旧渋谷川通りの商業集積は 2011 年の土地利用現況図より確認できる
が、参考文献2)によれば、小規模な店舗出店（マーケット形式等）は、

1997年頃から始まっていたことが当時の記事により確認できる。

(11) B及びCのヒアリングによれば
(9)
、地価の高騰に伴い、住民の中には

土地を売却し、転出する住民が増えた。転出しない場合は、住宅をテ

ナントビルに建て替え、最上階に住み続ける等の選択があった。 
(12) 商店会は出店者の増減や新店舗の加入によって地域が変わり、最新の

商店会の範囲を示すものではない。

(13) 商店会の設立時の資料等が無いため、Dのヒアリング
(9)
に基づく。

(14) B及びCのヒアリングから
(9)
。

(15) 参考文献14)及びAのヒアリング
(9)
に基づき作成。

(16) Eのヒアリングから
(9)
。

(17) Dのヒアリングによれば
(9)
、神宮前6丁目では土地利用の有効活動の

観点から住居地域を商業系地域に変更する要望があった。

(18) 参考文献4)pp56によれば、1953年に竹下通り付近に連れ込み旅館が
存在し、児童への悪影響を懸念する住民による反対運動によって住宅

地区となり、1957年に東京都知事告示により文教地区となった。

(19) Dのヒアリングから
(9)
。協議会より、渋谷区まちづくり条例33条に基

づき、地区計画に関する申出書等を渋谷区に提出した。

(20) Eのヒアリングから
(9)
。

(21) 2013年に都市計画道路の廃止となったが、渋谷区の建物構造別現況図
と建物階数別現況図は2011年と2016年に発行されているため、これ

らの資料に基づき図 9 を作成した。木造とは、防火造の木造(非耐火

建築物)を示す。
(22) Cのヒアリングから

(9)
。

(23) Dのヒアリングから
(9)
。

(24) Eのヒアリングから
(9)
。
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